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ＰＴＡ会則 

第１章 総則 

 第１条 本会は、児童の幸福のために、学校・家庭及び地域との連携を深め、教育的環境の 

     向上をはかることを目的とする。 

第２条 本会は、清新小学校ＰＴＡと称する。 

第３条 本会は、次の資格をもつ会員によって構成される。 

     （１）清新小学校（以下学校という）に在籍する児童の保護者。 

     （２）学校に在勤する校長、副校長、教職員。 

第４条 本会の事務局は、学校内に置く。 

第５条 本会は、第１条の目的達成のため次の事業を行う。 

     （１）社会教育及び家庭教育に関する各種研究会を行う。 

     （２）教育環境の整備、向上に関する各種事業を行う。 

     （３）関係社会教育諸団体の事業に協力する。 

     （４）その他、本会の目的達成に必要な事業を行う。 

第６条 本会は、第１条の目的を純粋に達成するため、次の行為は行わない。 

     （１）政治的活動 

     （２）布教活動及び営利活動 

第７条 本会は、第１条の目的達成のため、次の機関を置く。 

     （１）決議機関－総会及び全委員会 

     （２）協議並びに運営機関－役員会、運営委員会、各専門委員会、特別委員会 

第８条 本会は、会員の総意を代表して運営するために、民主的手続きを経て、会員中より 

     役員、会計監査委員、専門委員を選出する。  

 

第２章 総会 

 第９条 総会は、本会の最高機関である。 

第１０条 総会は、全会員をもって構成する。 

第１１条 定期総会は、原則として毎年５月とする。 

第１２条 定期総会の外、次の場合は臨時総会をもたなければならない。 

     （１）会員の 10分の１以上の要求があった場合。 

     （２）運営委員会が必要と認めた場合。 

第１３条 総会は、次の事項を審議する。 

     （１）定期総会 

        １．会務の報告 ２．決算報告 ３．会計監査報告 ４．事業計画 

        ５．予算案 ６．規約の改廃 ７．その他特に重要事項. 

     （２）臨時総会、特に必要事項 

第１４条 総会の運営については、別に細則を設ける。 
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      第３章 全 委 員 会 

第１５条 全委員会は、総会につぐ決議機関である。 

第１６条 全委員会は、役員、専門委員をもって構成する。 

第１７条 全委員会は、次の場合もたなければならない。 

     （１）運営委員会が必要と認めた場合。 

     （２）委員の５分の１以上の要求があったとき。 

第１８条 全委員会は、総会の審議事項の外に、必要事項の決定をする。 

第１９条 全委員会の運営については、別に細則を設ける。 

 

       第４章 役 員 

第２０条 本会は、次の役員を置く。 

     （１）会長 1名（保護者） 

 （２）副会長 3名（保護者より 2名、教職員より 1名） 

     （３）書記 4名（保護者より 3名、教職員より 1名） 

 （４）会計 3名（保護者より 2名、教職員より 1名） 

 本会は必要に応じて参与若干名を置くことができる。 

 本会の役員は状況に応じて増減することができる。 

第２１条 役員及び参与の任期は 1年とする。ただし留任は妨げない。補欠により就任した場合は、 

     前任者の残存期間を任期とする。 

第２２条 役員の就任は推選委員による報告をもって決定する。 

     参与は総会の同意を得て会長が委嘱する。 

第２３条 会長は本会を代表して会務を統轄する。副会長は会長を補佐し、会長事故ある時はこれを 

     代行する。書記は本会の庶務、記録を担当する。会計は本会の経理を司る。 

第２４条 役員選出については、別に細則を設ける。 

 

       第５章 会 計 監 査 

第２５条 本会は会員の中より会計監査委員 2名を置く。 

第２６条 会計監査委員は、本会の経理について監査し、定期総会において監査報告をしなければ 

     ならない。 

第２７条 会計監査委員の就任は、推選委員による報告をもって決定する。 

第２８条 会計監査委員の任期は役員の例による。 

第２９条 会計監査委員の選出については、別に細則を設ける。 

 

       第６章 委員及び委員長 

第３０条 本会は本会の活動の推進役として、会員中より次の委員を置く。 

     （１）専門委員  （２）必要あるとき特別委員 

第３１条 専門委員は、次の各種専門委員に分かれる。 

     （１）学校活動委員  （２）地区校外委員  （３）広報委員 

第３２条 委員はそれぞれ委員会を構成し、事業計画の立案及びその実施にあたる。 
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第３３条 各委員の選出は次のようにする。 

     （１）学校活動委員・・・学校活動の委員は学年毎に 5名～10名とする。 

     （２）地区校外委員・・・地区ごとに２～４名。 但し、地区児童数の増加により必要に応じ 

運営委員会で増員の可否を協議し決定する。 

     （３）広 報 委 員・・・全学年で２０数名。 

第３４条 各委員は互選により委員長（各専門委員長、特別委員長）１名、副委員長１名を選出する。 

第３５条 委員長及び委員の任期は役員の例による。 

 

       第７章 役 員 会 

第３６条 役員会は、決議機関の決議に基づき、本会の運営全般に関すること、緊急を要すること等 

     を協議する。 

第３７条 役員会は、役員、校長、副校長、教職員代表をもって構成する。 

第３８条 役員会の協議事項は、運営委員会にはからなければならない。 

第３９条 役員会は必要に応じて会長が招集する。 

 

       第８章 委 員 会 

第４０条 本会の運営を協議し、活動を促進するため次の委員会を置く。 

     （１）運営委員会  （２）各専門委員会  （３）特別委員会 

第４１条 運営委員会は、本会の運営についての最高審議機関である。 

第４２条 運営委員会は、役員、正副委員長、校長、副校長、教職員代表をもって構成する。 

第４３条 運営委員会は、次の事項について審議し決定する。 

     （１）諸計画案及び予算案の審議  （２）事業計画の進行状況及び修正について 

     （３）各委員会間の情報交換  （４）予算の検討及び補正  （５）総会の準備 

     （６）役員会の付議事項  （７）その他本会の運営についての重要な審議事項 

第４４条 運営委員会は、構成員の過半数をもって成立し、審議事項の決定は出席員の過半数の 

     同意を得なければならない。 

第４５条 運営委員会は原則として月１回会長が招集する。 

第４６条 各専門委員会は、運営委員会の決定に基づき、本会の諸活動を行うため次の事項を協議 

     立案し、実施する。 

     （１）学校活動委員会―保護者と教師が協力して学校内活動を活発化するとともに研修活動 

            による意識の高揚につとめる。 

     （２）地区校外委員会―運営機関・学校と地区会員との連絡調整及び地区活動の活性化、 

            児童の安全指導をはかるとともに環境の整備につとめる。 

     （３）広報委員会―会員としての理解を深め、協力を得るために広報紙を発行し広報活動 

            につとめる。 

第４７条 各専門委員会は、専門委員をもって構成し、必要に応じ委員長が招集する。 

第４８条 特別委員会は、運営委員会が必要と認めた場合設けることができる。  

第４９条 特別委員会は、会長委嘱による特別委員で構成し、任務の終了により解散する。 

第５０条 各委員会の運営にあたっては、別に細則を設ける。 
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       第９章 会 計 

第５１条 本会の経費は、会費、その他の収入をもって支弁する。 

第５２条 会費は、１世帯年間２，４００円とする。会費の徴収は、各クラスより選出の 

     集金係があたる。集金日以降の途中転入転出者については細則による。 

第５３条 会費は、定められた日までに会計に納入する。 

第５４条 本会の会計年度は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

第５５条 本会の会務のための出張旅費、日当の支弁については別に規則を設ける。 

 

       第１０章 個人情報の取扱いについて 

第５６条 本会の活動を推進するために必要とされる個人情報の取得や利用、管理について 

「個人情報取扱規則」に定め適正に運用するものとする。 

 

第１１章 付 則 

第５７条 細則は運営委員会の審議、決議をもって定める。 

第５８条 この規約は昭和５２年４月１日より実施する。 

 

 

 

細則 

       第１章 総 則 

 第１条 本会規約第１４条、第１９条、第２４条、第２９条、第５０条、第５２条により細則を                                                                                                                                                    

     設ける。 

 

       第２章 総会の手続き及び運営 

 第２条 総会は、運営委員会の決定に基づき会長が招集する。 

 第３条 総会は、会員の５分の１以上（委任状を含む）の出席をもって成立し、議事は出席会員の 

     過半数の同意を得て決定する。 

 第４条 総会の議事日程は、総会の１週間前までに、全会員に知らせなければならない。 

 第５条 総会においては、会員中より議長、副議長各１名（保護者教職員より各１名ずつ）及び 

     記録２名（保護者）を選ばなければならない。 

 第６条 議長、副議長は総会を運営し、記録は決議事項を記録する。 

第７条 総会の形式は、対面または書面とする。書面総会の場合、議決権の行使は議案に対する 

賛否を記載できる議決権行使書により行う。 会員数の 5 分の１以上の議決権行使書の 

提出があった場合に総会は有効なものとし、議事はその過半数で決定する。 
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       第３章 全委員会の手続き及び運営 

 第８条 本会規則第１７条に該当する場合、会長は全委員会を招集する。 

 第９条 全委員会は、委員の３分の１以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数の 

     同意を得て決定する。 

 第１０条 全委員会の議事日程は、全委員会の１週間前までに全委員に知らせなければならない。 

 第１１条 全委員会の運営については、細則第５条の例による。 

 

第４章 役員及び会計監査委員の選出 

第１２条 役員及び会計監査員の選出は、次のようにする。 

（１）会長の要請により、特別委員会役員候補者推選委員（以下推選委員という）を、 

全学年で１０数名程度、学校教職員２～３名選出する。 

（２）推選委員は、会長の委託により推選委員会を構成し、委員長１名、副委員長１名 

を互選する。 

（３）推選委員会は、第４章第２０条の定める定数に基づき、会員の中より役員候補者 

並びに会計監査委員候補者を選出する。尚、保護者より選出の役員候補者について 

は推選委員長が各推選委員に委嘱し、会員の中より各１名ずつの推薦を求めそれ 

に基づいて決定する。 

（４）推選委員会は、役員及び会計監査委員を指名し、会員に報告後解散する。 

（５）推選委員会には参与として運営委員会より１名出席することとする。 

第１３条 役員及び会計監査委員に欠員が生じた場合は、全委員会で補充する。 

 

第５章 各委員会の運営 

第１４条 各委員会の運営にあたっては、委員会の構成数、事業内容等の特殊性を考慮し、 

      各委員長が委員と民主的に協議し、規則を設けるものとする。 

 

第６章 慶 弔 

第１５条 慶弔については次のとおり定める。 

（１）教職員の転退職については記念品を贈る。 

（２）会員及び児童の死亡の場合は、弔慰金 20,000 円を贈る。 

（３）その他についてはその都度役員会で協議する。 

 

第７章 表 彰 

第１６条 本校の教育並びにＰＴＡ発展のため功労及び善行を認めた場合表彰する。 

      表彰基準についてはその都度役員会で決定する。 
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第８章 ＰＴＡ会費徴収 

第１７条 途中転入転出会員の会費 

      転入日、転出日により以下の通りとする。 

（１）会費徴収日以前の転入会員             ；会費徴収日に年額を徴収する。 

（２）会費徴収日以降 9 月 30 日以前の転入会員；転入手続き時に年額の半分を徴収する。 

（３）10 月 1 日以降の転入会員               ；会費を徴収しない。 

 

（４）会費徴収日以降 9 月 30 日以前の転出会員；会員からの会計への申告により半額を返金 

する。 

（５）10 月 1 日以降の転出会員               ；返金しない。 

第１８条 会費の徴収に困難例が生じた場合は、その都度役員会で協議する。 

 

第９章 付 則 

この細則は５２年４月１日より実施する。 

  昭和５３年 ２月  一部改正 

昭和５６年 ４月  一部改正 

昭和５７年 ４月  一部改正（会則第２０条４号、細則第１４条２号） 

昭和５８年 ２月  一部改正（会則第１１条、第３３条４号） 

昭和５８年１１月  一部改正（会則第２０条５号、第２３条、第３３条４号、細則第１１条３号） 

昭和６２年 ５月  一部改正（会則第４２条、細則第１４条２号） 

昭和６３年 ５月  一部改正（会則第３３条４号） 

  平成 ３年 ５月  一部改正（会則第３１条２，３号、第３３条２，３号、第４２条、 

                 第４６条２，３号、第５２条、第５３条、細則第１１条１号） 

平成 ４年 ５月  一部改正（会則第３３条２号、第５２条） 

平成 ９年 ２月  一部改正（会則第５２条、第５３条） 

平成 ９年１２月  一部改正（会則第１３条１号、第２１条、第３３条２号、第４２条、 

               細則第１１条１，４，５，６号） 

平成１０年 ５月  一部改正（会則第２２条、第２７条） 

平成１０年１１月  一部改正（会則第２０条、第５１条、第５２条、第５３条、第５６条） 

平成１１年 ２月  一部改正（細則第６章第１４条２号、第８章第１６条、第１７条、第９章） 

平成１７年 ５月  一部改正（細則第４章第１１条１号、２号） 

平成１８年 ５月  一部改正（細則第６章第１４条２号） 

平成２０年 ５月  一部改正（会則第３３条２号） 

  平成２１年 ５月  一部改正（会則第２０条、細則第４章第１１条） 

  平成２２年 ５月  一部改正（会則第６章第３３条３号、細則第４章第１１条４、５、６号） 

  平成２２年 ６月  一部改正（細則第４章第１１条１，２，３，４，５号） 

  平成２６年 ６月  一部改正（細則第４章第１１条１号） 

   平成２７年 ５月  一部改正（会則第６章第３３条１号） 

  平成２９年 ５月  一部改正（会則第１章第３条、第７章第３７条、第８章第４２条）   

  令和 元年 ５月  一部改正（会則第６章第３１条、第６章第３３条、第８章第４６条） 

 令和 ２年 ６月  一部改正（細則第２章第７条新設：旧第７条を第８条とし以下繰り下げ） 
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   令和 ３年 ３月  一部改正（会則第１０章第５６条新設：旧第１０章を第１１章へ 旧第５６条 

を第５７条とし以下繰り下げ） 


